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これがクリック・レポートの構成です。本日はこの中でも特に、学習成果アプローチ、
政治的リテラシー、そして論争的問題をいかにして教えるかという点に焦点化して、ク
リック・レポートにおける政治教育の構造を明らかにしていきたいと思います。
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クリック・レポートが強調するのが learning outcome アプローチというアプロー

チです。教師や学校現場を国が統制することはナショナルカリキュラムの趣旨で
はないと強調します。教師の教育の自由を最大限尊重するナショナルカリキュラ
ムでなくてはならないと、彼らは言います。つまり、”どういうことを教えるべきか”
を書くのではなくて、”結果としてどういうことが学ばれるべきか”を書くべきで、そ
のためにどういう教育方法をとるかとか、どういうカリキュラムをつくるか自体は
最大限現場の自由裁量に委ねるべきだというのが learning outcome アプローチ
のひとつの趣旨です。
クリック・レポートの44㌻に「義務教育の最終段階で要求される要素についての
オーバービュー Overview of essential elements to be reached by the end of 
compulsory schooling 」が出ています。ここで書かれていることは基本的には”何

を教えるか”ではなくて、”結果として何が身につけられるか”が求められている
という書き方です。
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シティズンシップを構成する３つの要素は「社会的道徳的責任」「共同体への
参加」「政治的リテラシー」で、クリック・レポートの（2.10）にあります。

ここで問題となるのが、上記三つの要素のうち、「社会的道徳的責任」や「共
同体への参加」と、「政治的リテラシー」との関係です。クリック自身は「政治的リ
テラシー」を最も重視し、そこに焦点化したシティズンシップをめざしていた。しか
し、「クリック・レポート」の中では「政治的リテラシー」は、「社会的道義的責任」
や「共同体への参加」に次ぐ、三つの構成要素の第三番目として位置づけられ
ています。

一番目と二番目の「社会的道義的責任」や「共同体への参加」は、どちらかと
いえば共同体に奉仕する市民像にかなり傾斜しているので、これは政治的な市
民像をめざすクリックの本意ではなかったのではないか、という疑問が生じま
す。実はこの点について、クリック自身、自分が政府のシティズンシップ教育の
諮問委員会に参加したときのことについて、次の述べるような、興味深い回顧を
行っています。
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つまり、政府与党内部には「参加の実践」を推進しようと思っている人と、中央集
権化と厳しい統制を求めている人がいて、その二つの間には対立があったとい
うのです。しかし、「それについて一時的に目をつむれば、私にとって受け容れ
ることのできる権限だった」、だから、座長になったと書いています。さらに続け
て、クリックは次のように述べます。「幸いにも、政府は完全に一枚岩というわけ
ではないのである。もちろん政府が望んでいるのは、品行方正な振る舞いと善
良な市民（good citizens） である。だがそれだけではなく、昔ながらの積極的シ
ティズンシップ（active citizenship）、つまり公民的共和主義の言語と精神が、今
でも重要なコンテクストに顔を覗かせている」

このように、クリックにいわせれば、政府の中には矛盾・対立があって、クリック
自身の意見に賛成の人もいるので、ある程度の矛盾には「目をつむって」、政治
的リテラシーの項目が曲がりなりにも最終報告書に残ったということを、ひとつ
の成果として見なければいけない、というわけです。以上を踏まえれば、クリック
のめざす「政治的リテラシー」の教育は、「中央集権化と厳しい統制を求めてい
る現政府の全体的スタイルないし政策」との緊張関係において政策化されてい
るということが重要です。このことの思想的な意味を、なぜ政治的リテラシーな
のかという点に注目しながら、さらに考えてみたいと思います。
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（１）「ボランティア活動一辺倒」にならないために

クリックによれば、シティズンシップ教育はともすれば「ボランティア活動一辺
倒」になりがちですが、それでは「単なる使い捨ての要員」を育てるだけになって
しまうといいます。そしてそのような「使い捨ての要員」ではなく、「政治文化の変
革を担う積極的な市民（アクティブ・シティズン）」の育成をこそ、シティズンシップ
教育の中心に位置づけるべきであると主張します。そのためには、「政治的リテ
ラシー」（政治的判断力や批判能力）を中心とする政治教育が必要であるという
のが、クリックの問題関心です。
（２）政治それ自体を擁護するために

クリックにとって、政治教育が必要とされるもう一つの理由は、政治それ自体を
守るためです。この点を理解するためには、クリックが政治をどのようなものとし
てとらえているかを見ておくことが重要です。クリックによれば、民主主義におけ
る政治とは「妥協を目的とする、あるいは妥協をともなう、対立調停を旨とする公
共的活動」です。いいかえれば、「政治とは、市民社会において異なった価値観
がいかにして共存し、互いに刺激して修正していくことができるかの方法論であ
る」。このような、「対立調停を旨とする公共的活動」、「異なった価値観がいかに
して共存し、互いに刺激して修正していくことができるかの方法論」は、専制国
家や全体主義国家には存在しない民主主義国家に固有の政治です。つまり、こ
のような意味での政治を擁護することは、社会を専制や全体主義に転化させな
いための条件であるとクリックは考えるのです。

そして、政治教育とは、まさにそのような意味での政治それ自体を擁護するた
めのものとして以下のようにとらえられます。
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このように、中等教育段階における政治教育は大学教育（高等教育）に従属す
るものとしてではなく、それ自身において固有の存在意義を有するものとして把
握されています。つまり、中等教育のなかに、大学への準備教育としてだけでは
ない、完成した市民を世の中に送り出すという中等教育に固有の機能を見いだ
し、その中核に政治的リテラシーの養成を位置づけようとするところに、クリック
の議論の特徴があります。

日本の文脈に置き換えていえば、中等教育を政治的リテラシー養成の場とし
て位置づけ、１８歳という高校卒業の段階で政治的市民を世の中に送り出すと
いう課題を、クリックの思想から引き出すことができると思いますが、この点は最
後にまた述べたいと思います。
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ここでクリックが1970年代に理論化した政治的リテラシーの構造図を挙げておきます。

これは、クリック・レポートにおける政治的リテラシーの構造にも決定的な影響を与えた
ものであるといえます。特に、その鍵となる位置に「争点を知る」という点があることが

ポイントです。対立の調停や異なる価値観の共存という点に政治の本質を見出
そうとするクリックの立場からすれば、異なる価値が対立している争点をいかに
理解するかという点にこそ、政治的リテラシーの核があるというわけです。
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そこでいよいよ、政治的リテラシーの教育の中心をなす、論争的課題をいかにして教
育するかという点を検討してみたいと思います。クリック・レポートでは最終章がそれに
あてられています。ここでは、三つの方法が提案されています。ひとつめのNeutral
Chairman approachは教師が中立的なチェアマンになるということです。２つめ
がBalanced approachで均衡をとるアプローチです。３つめがStated
Commitment approach ではっきりと言うアプローチ、明示的に自分の意見を

言うアプローチです。論争的な課題について教師はこの３つをうまく組み合わせ
ることが重要だと書かれています。ひとつめのNeutral Chairman approach は

教師が自分の意見を言わないであくまでも議論のファシリテーターに徹すること
です。２つめの Balanced approachは、教師が自分自身の意見を生徒の中の

一人として述べてもよいということです。ただその場合は、教室の中の議論がバ
ランスのとれた議論になるように教師は意図的に意見を述べるのです。ここでは
教師は時によっては Devil‘s Advocate （悪魔の役割）を果たします。教室の中

の議論が正論に流れがちなときには、あえて教師がそうではない意見を言い、
教室の中の意見のバランスをとるということです。Stated Commitment 
approach は、教師が自分自身の view（考え方）をオープンに最初から出すこと

によって教室の議論を活性化させることです。この３つのアプローチのいずれか
一つに偏してはならず、これらを効果的に組み合わせることによって
controversial issues を扱うことが可能だと書かれています。こうした議論の前

提に、クリック自身、「偏向について」という興味深い論文を書いておりますが、
そこにも表れているように、「政治的インドクトリネイション」と「政治教育」を区別
する立場があることは、確認しておいていいポイントだと思います。
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最後に日本への示唆として、ここに書いたように三点を指摘しておきます。

第一に、日本の教育基本法第14条（旧教育基本法では第8条）では「政治教

育」の尊重が規定され、第一項で「良識ある公民として必要な政治的教養は、教
育上尊重されなければならない」とされています。文部科学省教育基本法資料
室の英訳試案では、政治的教養の英訳は、political literacyです。しかしながら、

これまで日本では、この規定はもっぱら同条第二項の党派的政治教育の禁止
規定との関係において議論される傾向が強く、第一項に位置づく政治教育の尊
重それ自体の積極的な意義を理論的、実践的に検討する作業はきわめて不十
分でした。政治教育の課題を理論的に追求していく作業が強く求められていま
す。そのような政治教育の理論的課題に取り組む際に、クリック・レポートは参
考になります。日本版クリック・レポートの策定がいまこそ求められていると思い
ます。
第二に、ポスト福祉国家段階における政治の意味変容という点です。利益分

配型政治から、複数性の顕在化、参加と自己実現の政治への転換が進みつつ
あります。そうしたなかで、 「政治を複数の主体の自由を前提に展開される高
度な公的活動としてとらえる」、アレント＝クリック的政治観（佐々木 1999）の普
遍化が現実的な課題として浮上していると思います。
第三に、ポスト福祉国家段階における子どもから成人への移行を画するメル

クマールとしてのシティズンシップの浮上（宮本 2006）という点です。成人という

もものメルクマールとして、政治的市民というモデルを一つ立ててみることの必
要性が認識されているようになっていると思います。
以上で、私の報告を終わります。
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